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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

第３四半期
連結累計期間

第78期
第３四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 50,085 51,635 65,381

経常利益 (百万円) 1,350 2,113 562

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 6,819 6,667 12,921

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △15,268 △2,342 △13,764

純資産額 (百万円) 200,676 196,701 202,180

総資産額 (百万円) 239,574 230,398 238,087

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 147.87 144.58 280.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 83.5 85.0 84.6

　

回次
第77期

第３四半期
連結会計期間

第78期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 25.00 72.44

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　



― 3 ―

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における医薬品業界は、薬価制度改革をはじめとする医療費抑制策の一環として、一

昨年４月の薬価の中間年改定に続き、昨年４月にも薬価改定が実施され、新薬創出・適応外薬解消等促進加算の加

算要件が拡充されるものの、後発品への置換え率に基づく長期収載医薬品の薬価引下げがより厳格化されるなど、

引き続き厳しい経営環境のもとに推移しております。また、情報サービス業界におきまして旺盛なICT需要が継続す

る一方、建設請負業界、物品販売業界におきましては設備投資意欲に持ち直しの動きが見られるものの、円安の影

響により足元の個人消費が押し下げられるなど、依然として厳しい競争環境下にありました。

このような状況下、当第３四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

増減率 (％)

売上高(百万円) 50,085 51,635 3.1

営業利益又は損失（△）
(百万円)

△294 492 －

経常利益(百万円) 1,350 2,113 56.5

親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

6,819 6,667 △2.2

・売上高の状況

医薬品事業の売上高は、43,641百万円（前年同期比4.1％増）となりました。コロナ禍の中、従来からのリアル面

談と各種デジタルコンテンツを効果的に活用したハイブリッド型の医薬情報活動を推進いたしましたことなどによ

り、過活動膀胱治療薬「ベオーバ錠」、腎性貧血治療薬「ダルベポエチン アルファBS注JCR」などの売上が増加し

ましたことに加え、技術料売上、輸出売上、コ・プロモーションフィーなどが増加したことにより、増収となりま

した。なお、EAファーマ株式会社と共同開発を行いました潰瘍性大腸炎治療薬「カログラ錠」を昨年５月に、顕微

鏡的多発血管炎・多発血管炎性肉芽腫症治療薬「タブネオスカプセル」を昨年６月に、それぞれ新発売いたしまし

た。

情報サービス事業の売上高は5,717百万円（前年同期比1.8％増）、建設請負事業の売上高は1,773百万円（前年同

期比14.9％減）、物品販売事業の売上高は502百万円（前年同期比12.7％増）となりました。

・利益の状況

利益面では、販売費及び一般管理費の増加がありましたものの、増収に加え、売上原価率が改善しましたことな

どにより、営業利益、経常利益は増益となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、投資有価証券

売却益の計上がありましたものの、減益となりました。

・資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は230,398百万円となり、前連結会計年度末に比べ7,689百万円減少しまし

た。流動資産は現金及び預金が減少しましたが、受取手形、売掛金及び契約資産、棚卸資産などが増加しましたこ

とにより、2,442百万円増加し101,785百万円となりました。固定資産は投資有価証券の減少などにより、10,132百

万円減少し128,613百万円となりました。

・負債の状況

　当第３四半期連結会計期間末の負債は33,696百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,211百万円減少しました。
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流動負債は、未払法人税等が減少しましたが、支払手形及び買掛金、「その他」に含まれる未払金が増加しました

ことなどにより、586百万円増加し19,330百万円となりました。固定負債は繰延税金負債の減少などにより2,797百

万円減少し、14,365百万円となりました。

・純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の純資産は196,701百万円となり、前連結会計年度に比べ5,478百万円減少しまし

た。主な要因は、その他有価証券評価差額金が減少しましたことによります。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の84.6％から85.0％となりました。

(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当グループ全体の研究開発費の総額は、7,643百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の状況のセグメントごとの変更内容は、次のとおりで

す。

医薬品事業の研究開発活動として、丸石製薬株式会社と共同開発を行っております透析患者におけるそう痒症治

療薬ジフェリケファリン（一般名、開発番号：MR13A9）につきましては、同社より昨年９月に承認申請が行われま

した。また、昨年４月に承認申請を行いました、ライジェルファーマシューティカルズ社（米国）より技術導入い

たしました慢性特発性血小板減少性紫斑病治療薬ホスタマチニブ（一般名、開発番号：R788）の製造販売承認を昨

年12月に取得いたしましたことから、薬価基準収載後の発売に向けて製品名「タバリス錠100㎎/150㎎」として、希

少疾病領域のマーケティングを専門に担当するレアディジーズプロジェクトを中心に医薬情報活動を展開しており

ます。

当社の創製品であります、子宮筋腫・子宮内膜症治療薬リンザゴリクス（一般名、開発番号：KLH-2109）につき

ましては、子宮筋腫を適応症として国内第Ⅲ相臨床試験を継続実施しております。

海外におきましては、当社がオブシーバ社（スイス）との間で締結したリンザゴリクスの日本などアジアの一部

を除く全世界における独占的な開発権及び販売権を許諾したライセンス契約は、昨年11月末日付にて終結しまし

た。なお、同契約に従い、終結と同時に、オブシーバ社がセラメックス社（英国）と締結していた本剤の北米、ア

ジア以外における商業化に関するサブライセンス契約の一部は、当社に自動承継されています。現在、セラメック

ス社と、2023年度中の欧州における本剤の発売に向け、新たなライセンス契約の諸条件について協議を行っており

ます。また、オブシーバ社が米国食品医薬品局（FDA）に承認申請していた、本剤の子宮筋腫を適応症とする新薬承

認申請（NDA）を昨年８月に取り下げたことを受け、当社は現在、米国での申請に用いたデータ等の精査を進めてお

り、その結果をもって開発方針を決定します。

リンザゴリクスのアジア地域における技術導出につきましては、一昨年９月に中国においてバイオジェニュイン

社（中国）に独占的な開発権及び販売権を許諾したことに続き、昨年11月、シンモサバイオファーマ社（台湾）に

台湾における独占的権利を許諾しました。

情報サービス事業、建設請負事業及び物品販売事業における研究開発活動に重要な変更はありません。

(5) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。この連結財務諸表の作成にあたっては、過去の実績や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継続的

に見積りを行っておりますが、見積り特有の不確実性があることから、実際の結果と異なる可能性があります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

(1) 技術導出契約

当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は以下のとおりです。

契約

会社名

契約先
契約内容 対価の受取 契約期間

国・地域 社名

当社 台湾
シンモサバイオフ
ァーマ社

子宮筋腫及び子宮内膜症治療薬リン
ザゴリクスの台湾における独占的開
発及び販売権

契約一時金
原薬供給
一定率のロイ
ヤルティ

2022年11月～
本特許満了日、規
制上の販売独占期
間、製品発売から
15年目のうち最も
遅い日までの期間

当第３四半期連結会計期間において、終結した重要な契約は以下のとおりです。

契約会

社名

契約先
契約内容 対価の受取 契約期間

国名 社名

当社 スイス オブシーバ社

子宮筋腫及び子宮内膜症治療薬リン
ザゴリクスの日本その他の一部アジ
アを除く全世界における独占的開発
及び販売権

契約一時金
原薬供給
一定率のロイ

ヤルティ

2015年11月～
本特許満了日と製
品発売から15年目
までのいずれか遅
い方の期間

（注）オブシーバ社がセラメックス社（英国）と締結していた本剤の北米、アジア以外における商業化に関するサブ

ライセンス契約の一部は、当社に自動承継されています。

(2) 技術導入契約

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結等はありません。

(3) 商品導入契約

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結等はありません。

(4) 取引契約関係

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 227,000,000

計 227,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 51,811,185 51,811,185
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は、
100株であります。

計 51,811,185 51,811,185 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年10月１日～
2022年12月31日

－ 51,811,185 － 24,356 － 24,247

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 5,695,300
－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 46,070,600 460,706 －

単元未満株式 普通株式 45,285 － －

発行済株式総数 51,811,185 － －

総株主の議決権 － 460,706 －

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式100株が、「議決権の数」欄に

は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。また、「単元未満株式」の欄に

は、当社保有の自己株式53株、及び同機構名義の株式10株が含まれております。

② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

キッセイ薬品工業株式会社 長野県松本市芳野19番48号 5,695,300 － 5,695,300 10.99

計 － 5,695,300 － 5,695,300 10.99

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は、5,695,501株であります。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 30,013 23,713

受取手形、売掛金及び契約資産 22,808 27,126

有価証券 23,139 23,456

商品及び製品 10,491 11,031

仕掛品 63 482

原材料及び貯蔵品 8,433 9,525

その他 4,392 6,449

流動資産合計 99,342 101,785

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 39,132 39,209

減価償却累計額 △30,525 △31,013

建物及び構築物（純額） 8,607 8,196

土地 12,611 12,611

建設仮勘定 － 7

その他 16,469 16,159

減価償却累計額 △13,613 △13,356

その他（純額） 2,856 2,802

有形固定資産合計 24,074 23,618

無形固定資産 1,569 1,553

投資その他の資産

投資有価証券 96,631 83,534

退職給付に係る資産 2,460 2,781

繰延税金資産 524 384

その他 13,508 16,774

貸倒引当金 △23 △33

投資その他の資産合計 113,101 103,440

固定資産合計 138,745 128,613

資産合計 238,087 230,398
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,104 5,566

短期借入金 1,640 1,540

未払法人税等 3,497 25

賞与引当金 1,707 806

その他の引当金 151 188

契約負債 2,696 1,966

その他 4,946 9,236

流動負債合計 18,744 19,330

固定負債

繰延税金負債 16,259 13,366

役員退職慰労引当金 181 188

資産除去債務 138 138

その他 583 671

固定負債合計 17,163 14,365

負債合計 35,907 33,696

純資産の部

株主資本

資本金 24,356 24,356

資本剰余金 24,226 24,226

利益剰余金 118,183 121,714

自己株式 △12,912 △12,912

株主資本合計 153,854 157,385

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 45,095 36,240

退職給付に係る調整累計額 2,435 2,201

その他の包括利益累計額合計 47,531 38,442

非支配株主持分 794 874

純資産合計 202,180 196,701

負債純資産合計 238,087 230,398
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 50,085 51,635

売上原価 25,976 26,249

売上総利益 24,108 25,385

販売費及び一般管理費 24,402 24,892

営業利益又は営業損失（△） △294 492

営業外収益

受取利息 35 16

受取配当金 1,346 1,243

有価証券評価益 66 170

その他 297 242

営業外収益合計 1,746 1,673

営業外費用

支払利息 17 15

貸倒引当金繰入額 － 15

その他 83 21

営業外費用合計 101 52

経常利益 1,350 2,113

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 8,005 6,879

特別利益合計 8,005 6,879

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産処分損 23 2

投資有価証券売却損 － 0

投資有価証券評価損 619 －

特別損失合計 643 2

税金等調整前四半期純利益 8,713 8,990

法人税、住民税及び事業税 1,929 940

法人税等調整額 △119 1,305

法人税等合計 1,810 2,246

四半期純利益 6,903 6,744

非支配株主に帰属する四半期純利益 84 77

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,819 6,667
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 6,903 6,744

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △22,221 △8,849

退職給付に係る調整額 49 △237

その他の包括利益合計 △22,171 △9,086

四半期包括利益 △15,268 △2,342

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △15,356 △2,422

非支配株主に係る四半期包括利益 88 80
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【注記事項】

（会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 2,733百万円 3,024百万円

（株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,245 27 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金

2021年11月８日
取締役会

普通株式 1,291 28 2021年９月30日 2021年12月２日 利益剰余金

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月23日
定時株主総会

普通株式 1,291 28 2022年３月31日 2022年６月24日 利益剰余金

2022年11月７日
取締役会

普通株式 1,844 40 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

医薬品 情報サービス 建設請負 物品販売

売上高

医薬品事業

医薬品販売 35,510 － － － 35,510

ヘルスケア食品販売 2,765 － － － 2,765

技術料 400 － － － 400

その他 3,263 － － － 3,263

情報サービス事業 － 6,840 － － 6,840

建設請負事業 － － 3,075 － 3,075

物品販売事業 － － － 612 612

顧客との契約から生じる収益 41,939 6,840 3,075 612 52,469

外部顧客への売上高 41,939 5,616 2,082 445 50,085

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 1,223 993 166 2,383

計 41,939 6,840 3,075 612 52,469

セグメント利益又は損失(△) △1,224 669 132 28 △394

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △394

セグメント間取引消去 62

固定資産の調整額 40

その他の調整額 △2

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △294
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

医薬品 情報サービス 建設請負 物品販売

売上高

医薬品事業

医薬品販売 36,235 － － － 36,235

ヘルスケア食品販売 2,716 － － － 2,716

技術料 970 － － － 970

その他 3,719 － － － 3,719

情報サービス事業 － 7,247 － － 7,247

建設請負事業 － － 2,457 － 2,457

物品販売事業 － － － 664 664

顧客との契約から生じる収益 43,641 7,247 2,457 664 54,011

外部顧客への売上高 43,641 5,717 1,773 502 51,635

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 1,530 684 161 2,376

計 43,641 7,247 2,457 664 54,011

セグメント利益又は損失(△) △325 654 39 30 398

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 398

セグメント間取引消去 76

固定資産の調整額 23

その他の調整額 △5

四半期連結損益計算書の営業利益 492

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま
す。
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（１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益 147円87銭 144円58銭

(算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 6,819 6,667

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

6,819 6,667

普通株式の期中平均株式数(千株) 46,115 46,115

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

2022年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 中間配当による配当金の総額…………………… 1,844百万円

(ロ) １株当たりの金額………………………………… 40円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 2022年12月２日

(注) 2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書

2023年２月13日

キッセイ薬品工業株式会社

取 締 役 会 御 中

　

EY新日本有限責任監査法人

松本事務所

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 杉 本 義 浩

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 冨 田 哲 也

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキッセイ薬品工

業株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から

2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、キッセイ薬品工業株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー

報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財

務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １. 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


